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別府市小児慢性特定疾患児日常生活用具給付事業実施要綱  

 
制定 平成２０年８月２７日 

別府市告示第２４９号 
 改正 平成２５年３月２７日 

別 府 市 告 示 第 ７ ８ 号 

 
 （目的）  
第１条 この要綱は、日常生活を営むのに著しく支障のある在宅の小児慢

性特定疾患児に対し、予算の定めるところにより特殊寝台等の日常生活

用具（以下「用具」という。）を給付することで、在宅での日常生活の便

宜を図ることを目的とする。  
 （給付の対象用具及び対象者）  
第２条 給付の対象となる用具は、別表の種目の欄に掲げるものとする。  
２ 用具の給付の対象となる者（以下「対象者」という。）は、市の区域内

に住所を有する小児慢性特定疾患児（児童福祉法（昭和２２年法律第１

６４号）による施策（小児慢性特定疾患治療研究事業を除く。）及び障害

者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成２４年

法律第５１号）による施策の対象とならない者に限る。）のうち別表の対

象者の欄に掲げるものとする。  
 （給付の申請）  
第３条 対象者の扶養義務者は、用具の給付を受けようとするときは、日

常生活用具給付申請書（様式第１号）に、次に掲げる書類を添えて市長

に提出しなければならない。  
 (1) 対象者の扶養義務者の前年分の所得税及び当該年度の市町村民税

の課税額を証明する書類（生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）

による被保護世帯（単給世帯を含む。）及び中国残留邦人等の円滑な

帰国の促進及び永住帰国後の自立の支援に関する法律（平成６年法律

第３０号）による支援給付受給世帯であるときは、その旨の証明書）  
 (2) 小児慢性特定疾患医療受診券の写し  
 (3) その他市長が必要と認める書類  
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２ 市長は、税額等調査同意書（様式第２号）の提出があって、公簿等に

より前項第１号に掲げる書類の記載事項を確認することができるときは、

当該書類を省略させることができる。  
 （給付の決定）  
第４条 市長は、前条に規定する申請があったときは、用具の給付を受け

ようとする対象者の身体状況、介護の状況、家庭の経済状況、住宅環境

等を実地に調査し、速やかに日常生活用具給付調査書（様式第３号）を

作成するとともに、その内容を審査し、用具の給付決定を行うものとす

る。  
２ 市長は、前項の規定により、用具の給付を行うことを決定したときは、

日常生活用具給付決定通知書（様式第４号）により申請者に通知すると

ともに日常生活用具給付券（様式第５号。以下「給付券」という。）を交

付するものとし、用具の給付を行わないことを決定したときは、却下決

定通知書（様式第６号）により申請者に通知するものとする。  
 （用具の給付）  
第５条 市長は、前条第２項の規定により日常生活用具給付決定通知書に

よる通知を受けた対象者の扶養義務者（以下「給付決定扶養義務者」と

いう。）に用具の給付を行うときは、用具の製作又は販売を業とする者（以

下「業者」という。）に委託して行うものとする。  
２ 市長は、業者の選定に当たっては、低廉な価格で良質かつ適切な用具

が確保できるよう経営規模、地理的条件、アフターサービスの可能性等

を十分勘案の上決定するものとする。  
 （費用の負担）  
第６条 給付決定扶養義務者は、用具の給付を受けたときは、当該給付決

定扶養義務者の収入の状況に応じて用具の給付に要する費用の一部を負

担しなければならない。  
２ 前項の規定により給付決定扶養義務者が負担する額は、１給付につき

次に掲げる額の合計額とする。  
 (1) 用具の給付に要する費用が、別表の基準額を超えるときは、用具の

給付に要する費用から基準額を減じた額  
 (2) 小児慢性特定疾患児日常生活用具給付事業の実施について（平成１
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７年雇児発第０２２１００２号厚生労働省雇用均等・児童家庭局長通

知）別添小児慢性特定疾患児日常生活用具給付事業実施要綱別表２に

定める額  
３ 給付決定扶養義務者は、市長から用具の給付を委託された業者から当

該用具を受け取るときは、給付券を添えて、前２項の規定により負担す

ることとされている額を直接業者に支払わなければならない。  
４ 市長は、用具の給付に要する費用のうち、前項に規定する額を除いた

額を負担するものとする。  
 （費用の請求）  
第７条 市長から用具の給付を委託されて用具を給付した業者は、前条第

４項に規定する市長が負担する額を請求しようとするときは、請求書に

給付券を添えて市長に提出するものとする。  
 （用具の管理）  
第８条 用具の給付を受けた者は、当該用具を給付の目的に反して使用し、

譲渡し、交換し、貸し付け、又は担保に供してはならない。  
２ 市長は、用具の給付を受けた者が前項の規定に違反したときは、当該

用具の給付に要した費用の全部又は一部の返還を命ずることができる。  
 （給付台帳の整備）  
第９条 市長は、用具の給付の状況を明確にするため、日常生活用具給付

台帳を整備しておくものとする。  
 （その他）  
第１０条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定め

る。  
   附 則  
 この要綱は、告示の日から施行する。  
   附 則（平成２３年６月１６日告示第２２１号）  
 この要綱は、告示の日から施行する。  
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別表  
種目  対象者  性能等  基準額  

便器  常時介助を

要する者  
小児慢性特定疾患児が容

易に使用し得るもの（手す

り を つ け る こ と が で き

る。）  

４，４５０円

特殊マット  寝たきりの

状態にある

者  

褥
じょく

瘡
そう

又は失禁等による汚

染若しくは損耗を防止で

きる機能を有するもの  

１９，６００円

特殊便器  上肢機能に

障害のある

者  

足踏ペダルにて温水温風

を出し得るもの。ただし、

取替えに当たり住宅改修

を伴うものを除く。  

１５１，２００円

特殊寝台  寝たきりの

状態にある

者  

腕、脚等の訓練のできる器

具を付帯し、原則として使

用者の頭部及び脚部の傾

斜角度を個別に調整でき

る機能を有するもの  

１５４，０００円

歩 行 支 援 用

具  
下肢が不自

由な者  
おおむね次のような性能

を有する手すり、スロー

プ、歩行器等であること。

(1) 小児慢性特定疾患児
の身体機能の状態を十

分踏まえたものであっ

て、必要な強度と安定

性を有するもの  
(2) 転倒防止、立ち上が
り動作の補助、移乗動

作の補助、段差解消等

の用具となるもの  

６０，０００円

入 浴 補 助 用

具  
入浴に介助

を要する者  
入浴時の移動、座位の保

持、浴槽への入水等を補助

でき、小児慢性特定疾患児

又は介助者が容易に使用

し得るもの  

９０，０００円
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特殊尿器  自力で排尿

できない者  
尿が自動的に吸引される

もので小児慢性特定疾患

児又は介助者が容易に使

用し得るもの  

６７，０００円

体位変換器  寝たきりの

状態にある

者  

介助者が小児慢性特定疾

患児の体位を変換させる

のに容易に使用し得るも

の  

１５，０００円

車いす  下肢が不自

由な者  
小児慢性特定疾患児の身

体機能を十分踏まえたも

のであって、必要な強度と

安定性を有する電動以外

のもの  

７０，４００円

頭部保護帽  発作等によ

り頻繁に転

倒する者  

転倒の衝撃から頭部を保

護できるもの  
１２，１６０円

電 動 式 た ん

吸引器  
呼吸器機能

に障害のあ

る者  

小児慢性特定疾患児又は

介助者が容易に使用し得

るもの  

５６，４００円

ク ー ル ベ ス

ト  
体温調節が

著しく難し

い者  

疾病の症状に合わせて体

温調節のできるもの  
２０，０００円

紫 外 線 カ ッ

トクリーム  
紫外線に対

する防御機

能が著しく

欠けて、が

んや神経障

害を起こす

ことがある

者  

紫外線をカットできるも

の  
３７，８００円

ネ ブ ラ イ ザ

ー（吸入器） 
呼吸器機能

に障害のあ

る者  

小児慢性特定疾患児又は

介助者が容易に使用し得

るもの  

３６，０００円
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パ ル ス オ キ

シメーター  
人工呼吸器

の装着が必

要な者  

呼吸状態を継続的にモニ

タリングすることが可能

な機能を有し、介助者等が

容易に使用し得るもの  

１５７，５００円

 


